別記様式第１号
農産物直売所等電気料金緊急支援事業費補助金
交付申請書兼実績報告書
　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日　
宮城県知事　村井嘉浩　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　住　　所　
名　　称　
代表者名　
担当者職氏名　
電話番号　
メールアドレス　

　令和７年度において、農産物直売所等電気料金緊急支援事業費補助金交付要綱第３の規定により、農産物直売所等電気料金緊急支援事業費補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

１　対象事業者
（１）から（３）のうち該当するものに「〇」印を記載願います。
	
	（１）地域の農林漁業者が生産した農林水産物の販売を目的として設置された施設を有する者又は運営する者で、売り上げの１／２以上が、農林漁業者（生産者）が出品している商品です。

	
	（２）地域の農林漁業者が生産した農林水産物の販売を目的として設置された施設を有する者又は運営する者で、売り場面積の１／２以上に、農林漁業者が出品する商品を設置して販売しています。

	
	（３）農林漁業者等が運営する農漁家レストラン又は農漁家民宿です。


２　補助金交付申請額　　金　　　　　　　　　円
※補助金額算定基礎資料（別紙１）で算出した補助金申請額を記載すること。
３　振込先

	金融機関名
	　　　　　　　　　　
	種　別
	普通　・　当座

	
	　支店
	
	

	口座番号
	
	口座名義人
	(フリガナ)　

	
	
	
	


４　その他
　次の項目を御確認のうえ左枠に「✓」（チェックマーク）を記載願います。
	
	申請内容に虚偽があった場合、法令に違反した場合は、補助金の返還等に応じます。

	
	宮城県知事から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。


　※上記項目の要件に「✓」がない場合には補助金交付を受けることはできません。
５　添付書類

（1） 補助金額算定基礎資料（別紙１-１、営業開始又は再開が令和３年度以降の場合は別紙１-２）
（2） 電気使用実績証拠書類（領収書の写し等の電気使用量・電気料金が確認できる書類）
（3） 施設の図面（概要がわかるもの）※電気料金を面積割合で案分・算出した場合は提出すること。
（4） 暴力団排除に関する誓約書（別紙２）

（5） 県納税証明書（発行から３カ月以内の原本で、すべての県税に未納がないもの）
（6） その他知事が必要と認める書類
